
平成22年 8月 24日 判決言渡 同 日原本交付 裁 判所書記官

平成21年 匂第 154号  損 害賠償請求命令請求控訴事件

(原審 ・奈良地方裁判所平成20年 の第13号 )

日頭弁論終結日 平 成22年 6月 10日
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原判決を次のとお り変更する。

(1)被 控訴人は,別 表 1の 「落札者 (相手方)」

手方)に 対 し,下 記の各金員を請求せ よ。

記

ア 古 川測量株式会社

イ 有 限会社植 田測量設計事務所

ウ 測 量設計スギモ トこと杉本哲司

工 萩 原測量事務所 こと萩原博

オ 第
一

測量設計所こと宇山明男

力 株 式会社大門測量設計事務所

キ 株 式会社井上測量設計事務所

ク 株 式会社 白鳥測量設計社

ケ 室 生技術コンサルタン ト有限会社

コ 有 限会社栄進

サ 株 式会社伯鳳技研

欄記載の下記落札者 (相

6 6万 1 5 0 0円

1 1万 5 5 0 0円

3 7 万 9 3 6 5 円

9 万 9 7 5 0 円

1 2 万9 1 5 0 円

9 8 万 1 6 0 0 円

1 3 0 万 2 0 0 0 円

6 3 万 円

1 7 4 万 5 1 0 0 円

6 8 万 2 5 0 0 円

6 7 万 2 0 0 0 円

(2)控 訴人らのその余の請求に係る訴えをいずれも却下する。

2 訴 訟費用は,第 1・ 2審 を通じてこれを5分 し,そ の1を控訴人らの負

担とし,そ の余は被控訴人の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第 1 控 訴の趣旨

1 原 判決を取り消す。

2 被 控訴人は,別 表 1の番号 1な いし24の 「落札者 (相手方)」欄記載の各

相手方 (主文 1(1)のアないしサ記載の11業 者)に 対し,同 表の 「損害額」欄
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記載の各金員を請求せよ。

第2 事 案の概要

1 事 案の要旨

(1)本 件は,奈 良県の住民である控訴人らが,奈 良県宇陀土木事務所の発注に

係る測量 ・調査委託事業の各指名競争入札において,入 札業者間で談合が行

われたために競争が阻害され,奈 良県が少なくとも落札額の20%相 当額の

損害を被ったと主張して,被 控訴人に対し,地 方自治法242条 の2第1項

4号 に基づき,上 記各入札に係る各落札業者 (主文 1項(1)のアないしサ記載

の合計 11業 者)に 対して,上 記損害額の損害賠償を請求するよう求めた住

民訴訟である。

被控訴人は,上 記各入札において,談 合が行われた事実は認めるものの,

奈良県の損害額は,落 札額の10%相 当額であり,同 額は既に請求済みであ

るなどと主張して争つた。

(2)原 審は,奈 良県の損害額は落札額の10%相 当額であり,同 額については

既に全額請求済みであることを理由に控訴人らの請求をいずれも棄却した。

控訴人らは,原 判決の取消しと自己の請求認容を求めて控訴した。

なお,本件訴訟の第 1審原告は,控訴人ら6名 を含めて13名 であったが,

そのうち,控 訴人らのみが控訴したところ,複 数の住民が共同訴訟人として

提起した住民訴訟において,共 同訴訟人の一部の者が上訴すれば,そ れによ

つて原判決の確定が妨げられ,当 該訴訟は全体として上訴審に移審し,上 訴

審の判決の効力は上訴をしなかった共同訴訟人にも及ぶが,上 訴をしなかっ

た共同訴訟人は,上 訴人にはならないと解するのが相当であるから (最高裁

判所平成 9年 4月 2日 大法廷判決 ・民集 51巻 4号 1673頁 参照),本 件

訴訟の控訴人は実際に控訴した控訴人らのみである。

2 前 提事実

以下の事実は,当 事者間に争いがないか,末 尾の括弧内掲記の証拠等により

- 3 -



容易に認められる。

(1)控 訴人らの地位

控訴人らは,い ずれも肩書住所地に居住する奈良県の住民である。

(2)奈 良県実施の測量 ・調査事業における入札の実施と請負契約の締結

奈良県は,宇 陀土木事務所管内の別表 1の番号 1ないし24に 係る 「事業

名 (測量委託名 ・路線名)」欄記載の各測量 ・調査事業 (以下,一 括してい

う場合は 「本件各事業」といい,個 別にいう場合は,同 表の番号に従い)「本

件事業 1」 「本件事業 2」 などという。)に つき,そ の委託のために指名競

争入札 (以下 「本件各入札」といっ。)を 実施したところ,そ れぞれ,同 表

の 「落札額」欄記載の各金額で同表の 「落札者 (相手方)」欄記載の各業者

(以下 「相手方」という。)(主 文 1(1)のアないしサ記載の 11業 者)が 落

札した。

そして,奈 良県は,各 相手方との間において,同 表の 「最終契約金額」欄

記載の各金額で,そ れぞれ請負契約 (以下 「本件各請負契約」という。)を

締結した。

(3)奈 良県による相手方への請負代金の支払

本件各事業はいずれも完了し,奈 良県は,各 相手方に対し,そ の請負代金

として,別表 1の 「最終契約金額」欄記載の各金員を全額支払つた (甲A2)。

ただし,本 件事業 17に ついては,請 負代金346万 5000円 めうち2

43万 5000円 が未払であったが,後 記の奈良県の損害賠償請求権と対当

額において相殺された (乙4の 6)。

(4)本 件各入札における談合の事実

ア 各 相手方は,本 件各入札の全てにおいて,他 の入札参加業者と共に,受

注機会の均等化と高値落札による利益の確保を図る目的で談合 (以下 「本

件談合」という。)を 行つた結果,別 表 1の 「落札額」欄記載の金額で落

札した。
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イ 本 件各入札のうち,本 件事業 9な いし13の 5件 の入札に関しては,元

県職員が有限会社栄進の代表取締役に事前に各測量委託業務の予定価格を

教示し,上 記代表取締役がかねてより指名業者間で落札業者となることが

協定されていた業者に当該価格を教示したことにより,競 売入札妨害 (偽

計)の 罪に問われ,平 成 20年 5月 23日 までに,元 県職員及び上記代表

取締役の有罪判決が確定している。

ウ 本 件各入札のうち,上 記イを除く19件 の事業の入札に関しては,奈 良

県土本部公正入札調査委員会が平成 20年 9月 10日 に調査を開始し,本

件各入社の各相手方らから聞取りを行つた結果, 10社 が談合の事実を認

め,残 る1社 は 「記憶にない」という回答であつた。

(以上につき,甲 Al, 2)

(5)各 相手方の奈良県に対する不法行為責任

談合により業者が共同して最低入札価格を決めることは,入 社によつて発

注される商品又は役務の取引に関する競争を制限するものであつて,公 共入

社の制度の実質を失わしめるものであるから,一 定の取引分野における競争

を制限することになる。よつて,私 的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律 (以下 「独占禁止法」という。)3条 に反し違法であつて,不 法行為

を構成する。

したがつて,各 相手方は,不 法行為による損害賠償として,本 件談合によ

り,奈 良県が被った損害を賠償する責任がある。

(6)本 件各請負契約における損害賠償額に関する定め

本件各請負契約は,共 通の内容の請負契約書の書式を使用して締結されて

いるが,そ のうち,本 件に関連する条項 (以下 「本件条項20条 」などとい

う。)は ,以 下のとおりである。

ア 20条

1項  奈 良県は,相 手方がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当する
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ときは,契 約を解除することができる。

(1)相 手方に対し,独 占禁止法48条 4項 , 53条 の3, 54条 又は5

4条 の2の規定による審決 (54条 3項 の規定による審決で同条 1項

に規定する行為に該当する事実がなかったと認める場合にするものを

除く。)が なされ,当 該審決が確定したとき。

(2)公 正取引委員会が相手方に対し独占禁止法48条 の2第 1項の規定

による課徴金の納付の命令をし,そ の命令が同条6項 の規定により確

定した審決とみなされたとき。

(3)相 手方 (相手方が法人の場合にあっては,その役員又はその使用人)

が,汗J法96条 の3又は198条 の罪を犯し,刑 に処せられたとき。

イ 23条 (損害賠償の予定)

1項 相 手方は, 20条 1項各号のいずれかに該当するときは,業 務の完

了の前後を問わず,又 は奈良県が契約を解除するか否かを問わず,損

害賠償金として,請 負代金額の10分 の1に相当する金額を奈良県に

支払わなければならない。ただし,同 項 1号 , 2号 又は3号 に該当す

る場合において,審 決の対象となる行為が昭和 57年 6月 18日 公正

取引委員会告示 15号 (不公正な取引方法)6項 に該当する行為であ

る場合その他奈良県が特に認める場合は,こ の限りでない。

2項  1項 の規定による損害賠償金は,奈 良県に生じた実際の損害額が同

項に規定する損害賠償金の額を超える場合は,そ の超える額につきな

お請求をすることを妨げるものではない。同項の規定により相手方が

損害賠償金を支払つた後に,実 際の損害額が同項に規定する損害賠償

金の額を超えることが明らかとなった場合においても,同 様とする。

(7)控 訴人らによる住民監査請求と監査結果

ア 第 1審原告らを含む奈良県の住民らは,平 成 20年 8月 29日 ,奈 良県

監査委員に対し,本 件各入札につき,談 合によつて公正な競争八札が行わ
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れなかったため奈良県が損害を被ったとして,奈 良県知事が本件各入札の

落札者らに対し損害賠償請求権を行使することを求めて監査請求をした。

イ 奈 良県監査委員は,平 成 20年 10月 27日 ,本 件各入札のすべてにつ

いて談合が行われていたと推認されると認定したが, うち,本 件事業 17

と本件事業24の 2件 については,請 負代金の支払が完了しておらず損害

が発生していないことを理由として,そ の余の22件 については,奈 良県

が各相手方に対して請負代金額のlo%を 損害額として損害賠償請求を行

つたことを理由として,上 記の監査請求を棄却し,上 記監査結果は,翌 2

8日 ,第 1審原告らに送達された。

(8)奈 良県による各相手方に対する損害賠償請求と各相手方の支払

ア 奈 良県は,平 成 20年 10月 9日 (本訴提起前),各 相手方 (主文 1項

(1)のアないしサ記載の11業 者)に 対し,本 件各事業 (平成 19年 度)の

ほか,宇 陀土木事務所管内の平成 17年 度及び平成 18年 度の測量・調査

事業に関して談合の事実が認められたとして,本件条項23条 1項に従い,

各請負代金額の10分 の1に 相当する金額につき損害賠償請求を行つた

(乙 3の 1～ 12)。

これに対し,各相手方のうちの8業者は,本訴提起後,奈良県との間で,

奈良県が請求する金額を分割で支払う旨の覚書を交わした(乙4の1～8)。

イ 各 相手方 11業 者の平成 22年 5月末日現在での支払状況は,別表2「宇

陀談合 (測量)業者別損害賠償金支払状況一覧表」記載のとおりである (乙

1  5 ) 。

(9)本 件訴訟の提起

第 1審 原告 らは,平 成 20年 11月 25日 ,本 件訴訟を提起 した (顕著な

事実)。

用語の説明

(1)予 定価格
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国や地方公共団体が契約を締結する際に,契 約担当者等が競争入札や随意

契約に付する事項の価格について,そ の契約金額を決定する基準としてあら

かじめ作成しなければならない見込価格をいう(予算決算及び会計令79条 ,

99条 の5)。

競争入札では,落 札額は予定価格の制限を超えることができない (会計法

29条 の6,地 方自治法234条 3項 )。

業務担当部局の者が積算基準や各種価格資料 (価格調査月刊誌,業者見積,

公共工事設計労務単価等)に 基づいて積算を行い,契 約担当官等が積算額に

基づいて予定価格を決定するが,通 常は,積 算額が予定価格であることが多

く,奈 良県においても同様である。

(2)最 低制限価格

発注する工事 。業務の品質確保の観点から最低限必要となる金額を見積も

つた価格をいう (地方自治法施行令 167条 の10第2項 , 167条 の13)。

これを下回る入札では,品 質の確保が図れず,下 請 ・労務 ・資材へのしわ

寄せが生じるため不適当として失格となる。当該事業における工事原価と当

該事業の落札業者が企業として存続するための最低限の利益を確保した金額

をもつて設定されるが,現 在,奈 良県では予定価格の70%な いし90%の

範囲で算出されている。奈良県の算出方法は,平 成 21年 4月 3日付け国土

交通省大臣官房通達により,国 土交通省所管の発注部局で改正施行されたも

のと同様であり,ま た,中 央公共工事契約制度連絡協議会で各自治体用にモ

デルパターンとして提示されている算出方法とも同様である。

(3)落 札率

落札額を予定価格で除して100を 乗 じた額である。

4 争 点及びこれに関する当事者の主張

(1)奈 良県による各請負代金額の10%を 超える損害賠償請求の可否 (本件条

項 23条 1項 と同条2項 の意義)(争 点(1》
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〔被控訴人〕

本件条項23条 1項 の規定は,民 法420条 1項の損害賠償額の予定の約

定であるから,奈 良県は,各 請負代金額の10%を 超える損害賠償請求をす

ることはできないし,裁 判所も,奈 良県の被った損害額が各請負代金額の2

0%で あると判断しても,各 請負代金額の10%を 超える損害賠償請求をす

ることを命じることはできない。

本件条項23条 2項 は, 1項 の例外を定めるものであるが,本 件条項23

条 2項 が適用されるのは,談 合行為により契約が解除等された結果,① 当初

の業務発注金額が低額であって,再 度入札手続等に要する費用が契約金額の

10%を 超過する場合,② 談合による契約解除により再度入札手続を行つて

別の業者と契約したものの,工 事の大幅遅延等により,当 初の工期による完

成を前提にして締結した別の契約を注文者の都合により解除せざるを得なく

なり,高 額の違約金の支払を余儀なくされる場合など,奈 良県に生じた実際

の損害額が各請負代金額の10%を 超える場合に限られる。談合自体によっ

て奈良県が被った損害額は,談 合が行われずに自由で公正な競争により形成

されたであろう想定落札金額を前提とした契約金額と実際の落札価格との差

額相当分という極めて認定困難な損害額であるが,こ れを本件条項23条 2

項の 「奈良県に生じた実際の損害額」ということはできないから,こ れにつ

いて,同 条項の適用の余地はない。

〔控訴人ら〕

本件条項 23条 1項 と同条2項 を併せてみると,本 件条項 23条 l項によ

つて,請負代金額の10%が 損害賠償額の予定として定められているものの,

発注者の奈良県としては,実 際の損害額が請負代金額の10%を 超える場合

には,本 件条項23条 2項 によって,当 該金額の請求を行うことは何ら妨げ

られない。その意味で,本 件条項 23条 は,請 負代金額の10%に 当たる金

額を損害賠償の最低ラインとして定めているにすぎず,同 金額が賠償の上限
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を画しているわけではない。

民法420条 1項が規定する,損 害賠償額の予定は,通 常は,賠 償額の上

限下限の両方を拘束するものと理解されているが,通 常の趣旨とは異なる内

容の契約をすることは可能であり,そ のような契約をした場合にはその契約

に従うべきものであるから,上 記のような文理解釈をすることは差し支えな

い 。

(2)本 件談合による奈良県の損害額 (争″点(2》

〔控訴人ら〕

以下の事情からすると,本 件談合によって奈良県が被った損害額は,少 な

くとも落札額の20%を 下回ることはない。

ア 本 件談合発覚前の宇陀土木事務所管内における測量業務の落札率は, 9

7%を 超えていたが,宇 陀土木事務所管内における本件談合発覚後の平成

20年 2月 29日 から同年 8月 28日 までに実施された15件 の測量業務

の入札における落本L率は,最 低で24.7%,最 高でも71,1%で ,平

均 51.6%ま で下落しているから,そ の差である45,4%が 損害であ

る。これを控え目に見て,そ の7割 が損害額だとしても, 31.78%に

なる。

なお,ダ ンピング,す なわち,不 当廉売とは,正 当な理由がないのに,

商品 。役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給

し,そ の他不当に商品 ・役務を低い対価で供給し,他 の事業者の事業活動

を困難にさせるおそれがあることをいうが,本 件談合発覚後,宇 陀土木事

務所管内の測量業務の入札において,ダ ンピングが行われていたとする根

拠はない。

イ 宇 陀土木事務所管内における平成20年 9月以降の同年 10月 15日 か

ら平成 21年 2月 18日 までに実施された22件 の測量業務の入札におけ

る落札額は,全 て最低待J限価格と同額であるが,そ の平均落札率は69.
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5%で ある。したがって,本 件談合前の落札率 97%と の差は,27.5

%に なる。

さらに,宇 陀土木事務所管内における平成 21年 3月以降の同年6月 1

2日 から同年 11月 5日 までに実施された 16件 の測量業務の落札額も全

て最低制限価格と同額であるが,そ の平均落札率は70,3%で あり,や

はり本件談合前の落札率より20%以 上低い。

なお,落 札価格が最低制限価格と同額であるからといって,そ れが公正

な競争を通 じて形成されるべき市場価格を下回つているとする根拠はな

い。また,被 控訴人が主張している最低制限価格の見直しは,測 量業務と

は事情の異なる建設工事に関するものであるから,参 考にならない。

ウ 奈 良県では,本 件談合を契機として,入 札制度の改革が行われ,平 成 2

0年 6月 1日からは,測 量,設 計業務及び全ての建設工事について,予 定

価格,低入札調査基準価格及び最低制限価格を事前公表するようになった。

このような談合対策が講じられた後の平成 21年 6月 1日以降の奈良県

下各土木事務所発注にかかる測量業務の平均落札率は,予 定価格の69%

であるから,や はり本件談合前の落札率97%と の差は, 28%と なる。

工 被 控訴人主張の本件談合が行われていた平成 19年 5月 30日 から平成

20年 1月 22日 までの間の奈良県下の宇陀土木事務所以外の6土木事務

所における測量業務 117件 の平均落札率 92.1%は ,落 札率が異常に

高く,談 合行為の存在が強く疑われるから,比 較の対象とはならない。ま

た,こ れは落札率が50%に 満たない入札 17件 を赤字入札として恣意的

に除外したものであり,こ れも含めると,そ の平均落札率は84.9%に

なる。

オ 北 海道では,入 札において,談 合等があった場合の損害賠償の予定額を

平成 19年 6月 1日から契約額の20%相 当額とし,奈 良県においても,

平成 20年 4月 1日以降は,同 様に契約額の20%相 当額に改めた。
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〔被控訴人〕

ア 本 件談合によって奈良県が被つた損害額が落札額の20%以 上であるこ

とは否認する。

イ 本 件談合によって奈良県が被った損害を算定する方法としては,談 合が

行われていた,平 成 19年 5月 30日 から平成 20年 1月 22日 までの間

における宇陀土木事務所管内の測量業務の落札率と,同 じ時期において正

常な入札がされていた宇陀土木事務所以外の土木事務所管内の測量業務の

落札率とを比較するという方法により行うのが相当であり, さらに,ダ ン

ピングでの応札は公共工事の品質確保の観点から適正な入札額とはいえな

いことから,こ れらは算定の基礎から除くことが相当である。

そして,平 成 19年 5月 30日 から平成 20年 1月 22日 までの間の宇

陀土木事務所以外の6土木事務所における全ての測量業務 (ただし,落 本L

率が50%に 満たない赤字受注と考えられる17件 を除く。)117件 の

平均落札率は92.1%で あり,同 時期の談合が行われていた宇陀土木事

務所管内における平均落本L率は97.6%で あるから,その差はおよそ5.

5%に なる。

ウ 控 訴人らは,宇 陀土木事務所管内における本件談合発覚後の平成20年

2月 29日 から同年 8月 28日 までに実施された15件 の預J量業務の入札

における平均落札率が51.6%で あることを主張の根拠にしているが,

本件談合発覚後の宇陀土木事務所発注の測量業務の入札においては,他 の

土木事務所管内の業者が多数参入し,採 算度外視の低価格入札 (ダンピン

グ)が 頻発することになった時期であり,平 均落札率は,適 正な施工確保

が困難と判断される価額であり,現 在の最低制限価格制度の下で判断すれ

ば,そ れを下回り失格と判断されるものであるから,公 共事業における適

正な価額とはいえず,こ の時期の平均落札率をもつて損害算定の資料とす

ることは著しく妥当性を欠く。
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工 控 訴人らは,最 低制限価格を公表するようになった時期以降の平均落札

率との対比も主張の根拠としている。

しかし,奈 良県において最低制限価格を事前公開するようになつて以降

は,確 実に落札者となるためには,最 低制限価格と同額で入札することが

事実上必須となり,応 札者のほとんどが最低制限価格と同額で入札する事

態になっていることからすると,最 低制限価格を事前に公表することとな

つてからの平均落札率とそれが公表されていなかった時期における平均落

札率とを単純に比較することは相当ではない。

また,平 成 21年 6月 12日 付けで策定された 「平成 21年 度中小企業

者に関する国等の契約の方針」に関する閣議決定 (乙14)に よれば,ダ

ンピング対策の充実等適正価格による契約の推進のため,地 方公共団体に

おける最低制限価格等の見直しを推進するものとされ,こ れを受けて,各

自治体では,最 低制限価格を予定価格の90%,も しくはそれに近く設定

するように改定されているのであるから, 90%を 下回る入札はダンピン

グによる入札として無効であると考えることができ,こ の点からも,従 前

の最低制限価格との対比は相当ではない。

第3 当 裁判所の判断

1 奈 良県による各請負代金額の10%を 超える損害賠償請求の可否 (本件条項

23条 1項 と同条 2項 の意義)(争 点(1》ヤこついて

(1)本 件条項 23条 1項の規定の文言は,前 記前提事実(6)イのとおりであり,

これが損害賠償額の予定の規定 (民法420条 1項)で あることは,そ の見

出しや文言から明らかであるから,こ の規定しか存在しないのであれば,損

害賠償額の予定の性質上,奈 良県が談合等によって請負代金額の10%を 超

える損害を被ったとしても,相 手方に対しては,請 負代金額の10%相 当額

の損害賠償しか請求できないのは明らかである。

(2)し かしながら,本 件の場合は,こ れに加えて本件条項 23条 2項で,「1
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項の規定による損害賠償金は,奈 良県に生じた実際の損害額が同項に規定す

る損害賠償金の額を超える場合は,そ の超える額につきなお請求をすること

を妨げるものではない。」旨規定されているのであるから,こ れを本件条項

23条 1項 と併せて解釈するならば,本 件条項23条 1項の規定は,損 害賠

償額の下限の予定を定めた規定といわざるを得ない。すなわち,奈 良県が談

合等によって,請 負代金額の10%未 満の損害しか被らなかった場合であつ

ても,相 手方は,本 件条項213条 1項 により,請 負代金額の10%相 当額の

支払義務を免れないが,逆 に,奈 良県が請負代金額の10%を 超える損害を

被つた場合には,本件条項23条 2項 により,相手方に対し,実際に被った,

請負代金額の 10%を 超える損害の賠償請求が可能であるというべきであ

る。そして,こ のような合意は,通 常の損害賠償額の予定の合意とは異なる

ものの,契 約自由の原則から,法 律の規定や公序良俗に反しない限り,有 効

であることはいうまでもなく,本 件条項 23条 1, 2項 のような合意が法律

の規定や公序良俗に反するものでないことも明らかである。

(3)こ れに対し,被 控訴人は,談 合等の場合の損害は極めて算定困難な特殊な

ものであるから,本 件条項23条 2項 の 「奈良県に生じた実際の損害額」に

は該当しない旨主張している。

なるほど,後 記のとおり,談 合が行われた場合に,地 方公共団体が被らた

損害額の算定には種々の困難が伴い,裁 判例においても,民 訴法248条 を

適用して算定されている例が多いことは周知の事実である。

しかしながら,そ れはあくまで損害の算定手法をどのようにするかという

問題であって,裁 判所が民訴法 248条 を適用して算定した損害も,「実際

の損害額」であることに相違ないのであるから,こ れを本件条項 23条 2項

の適用除外とする根拠は見出し難い。

したがって,被 控訴人の上記主張は採用できない。

(4)そ うすると,奈 良県は,本 件談合によつて,請 負代金額の10%を 超える
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損害を被った場合には,相 手方に対し,本 件条項23条 2項 に基づき,そ の

損害賠償を請求できることは明らかである。

2 本 件談合による奈良県の損害額 (争″点(2》について

(1)一 般論

ア ー 般に,入 札談合が行われた場合に,発 注者である地方公共団体が被る

損害は,入 札参加者間での健全な競争が行われていた場合に形成されたで

あろう想定落札価格に基づいて締結された請負契約に係る契約金額と,談

合の結果,各 相手方が落札した落札価格に基づいて締結された実際の請負

契約に係る契約金額との差額分であるというべきである。

イ し かしながら,想 定落札価格は実在しない価格であり,ま た,健 全な競

争入札における落札価格は,当該具体的な事業の種類 ・規模 。場所 。内容,

入札当時の経済情勢及び各社の財務状況,当 該事業以外の事業の数 ・請負

金額,当 該事業に係る入札への参加者数,地 域性等の多種多様な要因が複

雑に絡み合って形成されるものであり,本 件各入札における想定落札価格

を証拠に基づき具体的に認定することは困難であるといわざるを得ない。

したがつて,本 件においては,奈 良県において損害が生じたことについ

ては認められるものの,損 害の性質上その額を立証することが極めて困難

であるから,民 訴法248条 に基づき, 日頭弁論の全趣旨及び証拠調べの

結果に基づき,相 当な損害額を認定すべきことになる。

(2)本 件談合による奈良県の損害額の検討

ア は じめに

以上の観点から,本 件における損害額を判断する。

まず,前 記第2の 2「 前提事実」(8)ア記載のとおり,奈 良県は,宇 陀土

木事務所管内においては,本 件各事業 (平成 19年 度)の みならず,平 成

17年 度及び平成 18年 度の測量 ・調査事業に関しても談合の事実が認め

られたとしているのであるから,想 定落札価格を検討するに当たり,宇 陀

- 1 5 -



土木事務所管内の本件各事業以前の測量 ・調査事業の落札額や落札率は証

拠価値に乏しいものといわざるを得ない。

そこで,奈 良県内の本件談合発覚後の平成 20年 2月 29日 以降の測量

・調査事業における落札率について検討する。

イ 各 種の落札率

例 本 件各事業の落札率

別表 1に よれば,談 合が行われた本件各事業の平均落札率は97.7

%(小 数点以下2桁 を四捨五入)で あることが認められる。

仔)本 件談合発覚直後の宇陀土木事務所管内の落札率

弁論の全趣旨 (訴状の請求原因6項(2)参照)に よれば,宇 陀土木事務

所管内の測量 ・調査事業のうち,平 成 20年 2月 29日 改札の事業8件

の落本L率は,53.9%,48,8%,48.o%,69,4%,68,

4%, 67.5%, 55.6%, 58.2%で あり,同 年 6月 9日改札

の事業 5件 の落本L率は, 38.6%, 39.8%, 30.6%,29.

8%, 24,7%で あって,そ の平均落本L率は, 48.8%(小 数点以

下2桁 を四捨工入)で あることが認められる。

例 予 定価格,最 低制限価格の事前公開後の宇陀土木事務所管内の落札率

証拠 (甲A4～ 甲A43,甲 B8,甲 B12)に よれば,奈 良県にお

いて,入 札制度の改革が行われ,平 成 20年 6月 1日以降に公告・指名

した契約条件から,予 定価格と最低制限価格の両方を事前公開するよう

になったこと,宇 陀土木事務所管内の測量 ・調査事業のうち,予 定価格

と最低制限価格の事前公表以降である平成 20年 9月以降平成21年 1

1月 5日 までの間の落札状況は,別 表 3「 2008年 (平成 20年 )9

月以降の落札状況」及び別表4「 2009年 3月 以降の落札状況」記載

のとおりであり,落 札価格は,全 て最低制限価格と同額であり,平 均落

札率は, 69.9%(小 数点以下2桁 を四捨五八)で あることが認めら
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れる。

l‐l 予定価格,最低制限価格の事前公開後の奈良県下の土木事務所管内(宇

陀土木事務所管内を除く)の 落札率

証拠 (甲A.63～ 甲A167,甲 B8,甲 B12)に よれば,平 成 2

0年 6月 1日以降同年 9月 22日 までの間の宇陀土木事務所以外の奈良

県下の各土木事務所管内の測量 ,調査事業の落札状況は,別 表5「 20

98年 6月以降の奈良県下各土木事務所発注工事 ・業務にかかる落札状

況について」記載のとおりであり,最 低制限価格が事前公表されるよう

になって以降は,落 札価格はほとんど最低制限価格と同額であるが,最

低制限価格が公表されるようになって以降の事業 (同表の番号4以降)

の平均落札率は, 70,1%(小 数点以下2桁 を四捨五入)で あること

が認められる。

ウ 各 種落札率の検討

以上のとおり,① 本件談合が発覚して以後の宇陀土木事務所管内の最低

制限価格が事前公表される以前の事業の平均落札率と本件各事業の平均落

札率との差は,48.9%(97.7%-48.8%)で あり,② 本件談

合が発覚して以後の宇陀土木事務所管内の最低制限価格が事前公表された

以降の事業の平均落札率と本件各事業の平均落札率との差は, 27.8%

(97,7%-69.9%)で あり,③ 本件談合が発覚して以後の宇陀土

木事務所を除く奈良県下の各土木事務所管内の最低制限価格が事前公表さ

れた以降の事業の平均落札率と本件各事業の平均落札率との差は,27.

6%(97.7%-70,1%)で あるから,入 札価格形成要因の複雑 ・

多様性を考慮しても,奈 良県の損害額は,落 札額の20%を 下回ることは

ないものと認めるのが相当である。

すなわち,控 訴人らが本訴で主張している奈良県の損害額 (本件各事

業の落札額の20%)は 控え目な損害額であり,理 由があるものと認める
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のが相当である。

(3)被 控訴人主張の検討

ア 本 件談合発覚直後の平均落札率はダンピングによるもの

171 被控訴人は,「本件談合発覚直後の宇陀土木事務所発注の測量 。調査

委託業務の入札には他管内の業者が多数参入し,採 算度外視のダンピン

グ入札が頻発した。奈良県は,平 成 20年 6月 から最低制限価格制度を

導入したが,本 件談合発覚直後は最低制限価格制度を導入していなかっ

たので,ダ ンピング入札により落札率が大幅に下落した。このような談

合発覚直後の平均落札率は,公 共事業における適正な価額とはいえない

ものであり,損 害認定の資料とすることは著しく妥当性を欠く。」と主

張する。

仔)確 かに,平 成 20年 2月 29日 改札の事業8件 ,同 年 6月 9日改札の

事業 5件 の平均落札率48.8%(前 記(2)イ仔》 という数値からは,奈

良県が,平 成 20年 6月 1日以降に公告 ・指名した契約条件から,予 定

価格の約 70%を 制限価格と指定したこと(前記(2)イ(PX‐l)に照らせば,

採算度外視のダンピング入札も含まれていたことは否定できない。

しかし,前 記(2)ウのとおり,当 裁判所は,本 件談合による奈良県の損

害額は,落 札額の20%を 下回ることはないと認めるのであり,落 札額

の48.9%(談 合が行われた本件各事業の平均落札率97,7%か ら

本件談合発覚直後の平均落札率48.8%を 控除した率)と 認めるので

はなく, 48.9%の 2分 の 1未満である20%と 認めるのである。

lpl したがって,当 裁判所が,本 件談合による奈良県の損害を認定するに

当たり,本 件談合発覚直後の平均落札率も検討の対象に加えたからと

いつて,当 裁判所が認定する奈良県の損害額,す なわち本件各事業の

落札額の20%に ついて,妥 当性を欠くものとは認められず,被 控訴

人の上記閉の主張は採用できない。
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イ 本 件談合当時の宇陀土木事務所以外の平均落札率

例 、被控訴人主張

被控訴人は,乙 2を 引用して,「奈良県下の平成 19年 5月 30日 か

ら平成 20年 1月 22日 までの間の宇陀土木事務所以外の6土木事務所

における全ての測量業務 (ただし,落 札率が50%に 満たない赤字受注

と考えられる17件 を除く。)117件 の平均落札率は92.1%で あ

るから,想 定落札価格はこれと同程度である。」と主張する。

仔)検 討①一落札率が50%に 満たない 17件 を意図的に除外している。

被控訴人が主張する上記手法は,ま ず落札率が50%に 満たない 17

件を意図的に除外している点で相当ではない。なぜならば,上 記受注が

全て赤字受注であると断定するに足りる証拠はない上,仮 に赤字発注で

あつたとしても,そ れ自体,自 由競争の結果にすぎないのであるから,

想定落札価格を検討するに当たって,こ れを除外する根拠に乏しい。

そして,上 記赤字発注分も加えた平均落札率は84.9%と なり (控

訴人らの控訴理由書 9買上段参照),平 成 19年 5月 30日 から平成 2

0年 1月 22日 までの間に,奈 良県下の土木事務所では,宇 陀土木事務

所以外では談合が行われていなかったと仮定しても,上 記平均落札率8

4.9%は ,談 合が行われた本件各事業の平均落札率97.7%を 著し

く下回るのである。

lpl 検討②―上記 17件 を加えた落札率84.9%も 採用できない

a は じめに

前記第2の 2「前提事実」(8)アで認定したとおり,宇 陀土木事務所

管内においては,本 件各事業 (平成 19年 度)の みならず,平 成 17

年度及び平成 18年 度の損J量。調査事業においても談合が行われてい

たというのに,狭 い奈良県下において,同 時期に奈良県下の他の6土

木事務所管内においては,一 切談合が行われず,適 正な自由競争が行
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われていたという仮定のもとで算出された上記平均落札率
′
84.9%

自体にっいても,次 のとおりそのまま採用することはできない。

b 竹 島一彦公正取引員会委員長の国会答弁

弁論の全趣旨 (訴状の請求原因6項(3)参照)に よると,竹 島一彦構

成取引員会委員長は,平 成 18年 2月 22日 ,第 164回 国会予算委

員会に政府特別補佐人として出席し,「過去に公正取引委員会が取り

上げた談合,カ ルテルの事件を数十件調査して,公 正取引委員会の立

ち入り前と後で落札率がどのように変わったかをみると,談 合につい

ては単純平均で18.6%と いう推計がでてきた。」と答弁している。

上記答弁内容からみても,本 件談合当時の奈良県下の他の6土木事

務所管内での平均落札率84.9%自 体が異常に高い落札率であり,

他の6土木事務所管内においても,本 件談合当時,宇 陀土木事務所管

内におけるほどではないにしても,あ る程度の談合があったのではな

いか, との疑惑を抱かざるを得ない。

c 本 件談合発覚直後の宇陀土木事務所管内の落札率との対比

宇陀土木事務所管内では,談 合が行われた本件各事業 (改札日が平

成 19年 5月 30日 から平成 20年 1月 22日 まで)の 平均落札率は

97.7%で あり,談 合が発覚した直後の平成 20年 2月 29日 改札

の測量 。調査事業8件 ,同 年 6月 9日改札の同事業5件 の平均落札率

は48.8%で ある (前記(2)イ例竹))。同じ宇陀土木事務所管内の測

量 ・調査事業であるのに,談 合が発覚する前と後とでは平均落札率に

48.9%も の差がある。

宇陀土木事務所管内の測量 ・調査事業について,談 合が発覚した直

後の平均落札率が48.8%と 異常に低かつたこと,談 合が発覚する

前と後とでは平均落札率に48.9%も の差があったことに照らして

も,本 件談合当時の奈良県下の他の6土木事務所管内での平均落札率
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84.9%自 体が異常に高い落札率であり,奈 良県下の他の6土木事

務所管内においても,本 件談合当時,宇 陀土木事務所管内におけるほ

どではないにしても,あ る程度の談合があったのではないか,と の疑

惑を更に強めざるを得ない。

d 予 定価格,最 低制限価格の事前公開後の落札率との対比

前記(2)イ(功l‐lのとおり,奈 良県において,入 札制度の改革が行わ

れ,平 成 20年 6月 1日 以降に公告 ・指名した契約条件から,予 定

価格 と最低制限価格の両方を事前公開するようになつたが,そ のよ

うな入札制度の下での奈良県下の7土 木事務所管内の測量 ・調査事

業の落札状況は別表 3な いし5の とおりであり,そ の落札価格は最

低制限価格とほぼ同額であり,そ の平均落札率は70%前 後である。

上記平均落札率 70%前 後と比べても,本 件談合当時の奈良県下

の他の6土 木事務所管内での平均落札率 84.9%自 体が異常に高

い落札率であり,奈 良県下の他の6土 木事務所管内においても,本

件談合当時,宇 陀土木事務所管内におけるほどではないにしても,

ある程度の談合があったのではないか, との疑惑を益々強めざるを

得ない。

l‐l ま とめ

したがつて,本 件談合当時の奈良県下の宇陀土木事務所以外の6土木

事務所が発注した測量 ・調査事業の平均落札率が, 92,1%(落 札

率 50%未 満の 17件 を除外), 84.9%(落 札率 50%未 満の17

件も考慮)で あるからといつて,当 裁判所が前記(2)ウで認定した本件

談合による奈良県の損害額,す なわち本件各事業の落札額の20%が

妥当性を欠くものとは認められず,被 控訴人の上記例の主張も採用で

きない。

最低制限価格の事前公表と平均落札率
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171 被控訴人は,「最低制限価格を事前公表するようになって以降は,応

札者のほとんどが最低制限価格と同額で入札する事態になつていること

からすると,最 低制限価格を事前に公表することとなってからの平均落

札率と,そ れが公表されていなかった時期における平均落札率とを単純

に比較することは相当ではない。」旨主張している。

m な るほど,最 低制限価格の意義は,前 記第2の 3「用語の説明」(2)の

とおりであつて,地 方公共団体が一方的に設定したものであり,最 低

制限価格を下回る低額での入札があつた場合は,一 律に失格とするも

のであるから,本 来は,最 低制限価格が適正な競争価格に一致するこ

とについて,積 極的な論拠は乏しい。

しかしながら,最 低制限価格での落札の場合は,工 事原価に落札業者

の最低限の利益を加算して落札するのであるから (前記第 2の 3(2》,

赤字受注とはいえないこと,本 件で問題とされている測量 ・調査事業の

場合,建 設工事のような固定的な経費の支出は少ないものと考えられ,

その意味で建設工事よりも落札率の低い価格での入札が可能であるこ

と,現 に,奈 良県でも,平 成 21年 6月以降も,測 量 ・調査事業につい

て,最 低制限価格を予定価格の約 70%に 設定し,こ れを少なくとも平

成 21年 11月 まで続けていること (別表4参 照),最 低制限価格とい

えども,平 成 20年 6月 に最低制限価格が事前公表されるようになって

以降,約 1年半にわたり,最 低制限価格で落札される状況が継続してい

ること (前記(2)イ(PX‐l),本件談合発覚後,最 低制限価格が事前公表さ

れる以前の入札における平均落札率 (48.8%)は ,最 低制限価格が

事前公表されて以降の平均落札率 (70%前 後)よ り相当程度低かった

こと (前記(2)イ竹XPX‐l)などからすると,最 低制限価格が適正な競争価

格と大きく乖離しているとする根拠に乏しく,む しろそれは適正な競争

価格に近似しているものと認めるのが相当である。
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(功 そ して,最 低制限価格を事前公表するようになって以降の平均落札率

70%前 後は,談 合が行われた本件各事業の平均落札率97,7%(前

記(2)イ例)よ りも27.7%前 後も低いということは,本 件各事業の

落札額が適正な競争価格 (最低制限価格に近似している。)よ りも20

%以 上も高かつたと認めることができる,有 力な証左であるといえる。

l‐l したがって,当 裁判所が前記(2)ウで認定した奈良県が本件談合により

被った損害額 (落札額の20%)は ,最 低制限価格の事前公表後の平

均落札率に照らしても妥当なものであり,被 控訴人の上記171の主張も

採用できない。

工 最 低制限価格の見直し

被控訴人は,乙 14を 提出して,近 時,最 低制限価格の見直しが行われ

ていることを指摘しているが,最 低制限価格の見直しが行われているのは

建設工事に関してであつて,本 件のような測量 ・調査事業について,特 に

最低制限価格の見直しが行われた形跡はない (奈良県では,別 表 3ないし

5の とおり,少 なくとも平成 21年 11月 まで,最 低制限価格を予定価格

の約 70%に 設定していた。)か ら,近 時,最 低制限価格の見直しが行わ

れているからといつて,前 記(2)ウの認定判断 (奈良県が本件談合により被

った損害は落札額の20%で ある。)を 左右するものではない。

被控訴人の損害賠償請求及び相手方の支払が本件訴訟に与える影響について

(1)一 般論

住民が地方自治法242条 の2第 1項 4号 前段所定の相手方に対する損害

賠償代位請求訴訟提起前又は訴訟提起中に,当該地方公共団体が,訴訟外で,

上記相手方に対し損害賠償請求を行い,相 手方との間で損害賠償金について

合意をし,相手方が地方公共団体に対し合意した損害賠償金を支払つた場合,

上記損害賠償代位請求訴訟はどうなるかが議論されている。当裁判所は,こ

の問題について次のとおり考える。
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ア 地 方公共団体が,訴 訟外で,相 手方に対し損害賠償請求を行い,相 手方

との間で損害賠償金について合意をしても,当 該合意には既判力や執行カ

がなく,ま た,当 該合意では,損 害賠償金について譲歩したり,期 限の利

益が付与されるのが通常であるから,相 手方が地方公共団体に対し合意に

よる損害賠償金を支払うまでは,当 該合言に達した損害賠償金も含めて,

住民は相手方に対し損害賠償を請求することを求める訴訟を提起し,あ る

いは継続できる。

イ し かし,相手方が地方公共団体に対し合意による損害賠償金を支払えば,

当該支払額については,相 手方に対し損害賠償を請求することを求める訴

訟の訴えの利益がなくなり,裁 判所は,残 余の請求額について,そ の当否

を判断することになる。

ウ そ して,本 案の判断に及ぼす影響について見るに,自 治体の長が地方自

治法242条 の2第 1項 4号 に基づく訴訟の判決に従ってする請求は,判

決確定後 60日 以内の日を期限として請求し,そ の期限内に支払がない限

り,請 求に係る損害賠償又は不当利得返還請求を目的とする訴えを提起す

る義務 (地方自治法242条 の3第1,2項 )が 付着している請求であり,

そのような効果の付着しない請求とは別異に考える必要があるし,自 治体

の長が行った損害賠償等の請求は,行 政処分ではなく,公 定力のような効

力を観念する余地もないから, 自治体の長が地方自治法242条 の2第1

項4号 に基づく訴訟に先立ってした損害賠償等の請求は,当 該訴訟の結論

に何らの影響も及ぼさないものと解するのが相当である。

(2)本 件への適用

ア 前 記第2の 2「前提事実」(8)記載のとおり,奈 良県は,本 件訴訟提起前

に,各 相手方 (主文 1項(1)のアないしサ記載の11業 者)に 対し,本 件各

事業 (平成 19年 度)の ほか,平 成 17年 度及び平成 18年 度の測量 ・調

査事業に関し,各 請負代金額の10分 の 1に相当する金額につき損害賠償
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請求を行い,こ れに対し,各 相手方中の8事業者が,奈 良県が請求する損

害賠償金額を分割で支払う旨の覚書を交わし,当 該覚書を変わさなかった

業者も含めた10業 者が,別 表 2の とおり,奈 良県から請求された損害賠

償金の全部又は一部を奈良県に支払つている。

イ し かしながら,本 件訴訟において,控 訴人らが求めているのは,本 件各

事業の落札額の20%相 当額の損害賠償請求であつて,奈 良県が,本 件訴

訟提起前に,本件各事業の請負代金額の10%相 当額の損害賠償請求をし,

奈良県と各相手方 11業 者中の8事業者との間で,本 件訴訟提起後に,奈

良県が請求する損害賠償金額を分割で支払う旨の覚書を交わしているから

といつて,控 訴人らの請求を分割して訴えの利益を判断するのは妥当では

なく,全 体として訴えの利益の有無を判断すべきであり,控 訴人らの求め

ている内容は,既 に被控訴人により行われた請求や覚書の締結によってす

べて実現しているわけではない以上,全 体につき訴えの利益があるという

べきである。

もつとも,奈 良県と各相手方との間での覚書の締結にとどまらず,本 件

訴訟の当審における日頭弁論終結時までに,既 に各相手方が奈良県に支払

った損害賠償金額については,も はや訴えの利益は消滅したといわざるを

得ない。

ウ な お,被 控訴人が本件訴訟に先立って,各 相手方に対し,各 請負代金額

の10%相 当額の損害賠償の請求をしている点は,上 記で述べた理由によ

り,本 件訴訟の結論に何らの影響も及ぼさないものである。

(3)各 相手方毎の請求認容額

ア は じめに

各相手方の支払状況は,別 表 2記載のとおりであり,被 控訴人は,平 成

17年 から平成 19年 にかけて入札された複数の事業に関して一括した損

害賠償請求をしているため,本 件各事業 (平成 19年 度)と それ以外の事
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業 (平成 17年 度及び平成 18年 度)へ の充当関係が問題になるが,前 記

のとおり,奈 良県は,各 相手方 11業 者に対し,平 成 17年 度及び平成 1

8年度の各事業と平成 19年 度の本件各事業について一括して損害賠償請

求をし,そ のうちの相手方8業者は,奈 良県との間で,奈 良県が請求する

損害賠償金額で覚書を変わしているのであるから,損 害金の支払について

は,民 法489条 の法定充当の規定の趣旨に照らし,年 度の古い事業分か

ら順次充当していくのが相当である。

何故ならば,覚 書を交わした奈良県及び相手方8事業者双方ともに,分

割金については,古 い事業分からの支払に順次充当していくのが,党 書締

結時点での双方の合理的な意思に合致するし,覚 書を交わしていない奈良

県及び相手方 3事業者についても,各 相手方が奈良県に損害賠償金の一部

を支払 う時点で,古 い事業分からの支払に順次充当していくのが,双 方の

合理的意思に合致すると認められるからである。

殊に,奈 良県が覚書を交わしていない相手方3事業者については,損 害

賠償金の消滅時効が問題となるから,そ の意味からも,奈 良県及び各相手

方双方ともに,各 相手方が奈良県に損害賠償金の一部を支払う時点で,古

い事業分からの支払に順次充当していくのが,双 方の合理的意思に合致す

ると認められる。

イ 各 相手方毎の請求認容額

そうすると,各 相手方のうち,被 控訴人の請求額 (平成 17年 度から平

成 19年 度の請負代金額の1割の損害賠償金)の うち,一 部未払額が残存

している者については,そ の残額が本件各事業の各請負代金額の10%以

上の場合は,本 件各事業 (平成 19年 度)に ついての損害賠償金の支払は

ないことになり,こ のような観点から,各 相手方の奈良県に対する既支払

額,本 訴での請求認容額を検討すると,別 表 1と別表 2に よれば,以 下の

とおりであることが認められる。
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171 古川測量株式会社

同会社は,奈 良県に対し,本 件事業 17及 び本件事業22に ついて,

合計 66万 1500円 の損害賠償金 (請負代金合計の1割)を支払つた。

奈良県の損害額は,本 件事業 17及 び本件事業22の 損害額の合計1

32万 3000円 (落札金額合計の2害1)で あり, これから既払額合計

66万 1500円 を控除すると,認 容額は66万 1500円 となる。

岡 有 限会社植田測量設計事務所

同会社は,奈 良県に対し,本 件事業6に ついて, 11万 5500円 の

損害賠償金 (請負代金の1割)を 支払つた。

奈良県の損害額は,本 件事業6の損害額 23万 1000円 (落札金額

の2害J)で あり,こ れから既払額 11万 5500円 を控除すると,認 容

額は11万 5500円 となる。

lpl 預J量設計スギモ トこと杉本哲司

杉本哲司は,奈 良県に対し,本 件事業 12,本 件事業 15及 び本件事

業20に ついて,合 計38万 9235円 (請負代金合計の1割)の 損害

賠償金を支払つた。

奈良県の損害額は,本 件事業 12,本 件事業 15及 び本件事業20の

損害額の合計76万 8600円 (落札金額合計の2割 )で あり,こ れか

ら既払額合計38万 9235円 を控除すると,認 容額は37万 9365

円となる。

l‐l 萩原測量事務所こと萩原博

萩原博は,奈 良県に対し,本 件事業5について9万 9750円 (請負

代金の1割)を 支払つた。

奈良県の損害額は,本 件事業5の損害額 19万 9500円 (落札代金

の2割 )で あり,こ れから既払額9万 9750円 を控除すると,認 容額

は9万 9750円 となる。
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l■l 第一測量設計所こと宇山明男

宇山明男は,奈 良県に対し,本 件事業 19に ついて12万 9150円

(請負代金の1割)を 支払つた。

奈良県の損害額は,本 件事業 19の 損害額 25万 8300円 (落札代

金の2割)で あり,こ れから既払額 12万 9150円 を控除すると,認

容額は12万 9150円 となる。

例 株 式会社大門測量設計事務所

被控訴人は,本件事業 11,本 件事業 13及 び本件事業21に ついて,

合計 53万 7600円 (請負代金合計の1割)の支払請求をしているが,

平成 22年 5月末日現在の残額が44万 4000円 であるから,本 件各

事業についての支払額はその差の9万 3600円 となる。

奈良県の損害額は,本 件事業 11,本 件事業 13及 び本件事業21の

損害額の合計 107万 5200円 (落札代金合計の2割 )で あり,こ れ

から既払額 9万 3600円 を控除すると,認 容額は98万 1600円 と

なる。

ltl 株式会社井上測量設計事務所

被控訴人は,本 件事業2,本 件事業 14及 び本件事業24に ついて,

合計 68万 0190円 (請負代金合計の1害J)の支払請求をしているが,

平成 22年 5月末日現在の残額が70万 円であるから,本 件各事業につ

いての支払額は0円 である。

奈良県の損害額は,本 件事業2,本 件事業 14及 び本件事業24の 損

害額の合計 130万 2000円 (落札代金合計の2割 )で あり,既 払額

はないから,認 容額は同額である。

lpl 株式会社白鳥損J量設計社

被控訴人は,本 件事業3及び本件事業 16に ついて,合 計 33万 94

65円 (請負代金合計の1害J)の支払請求をしているが,平 成 22年 5
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月末日現在の残額が275万 0055円 であるから,本 件各事業につい

ての支払額は0円 である。

奈良県の損害額は,本 件事業3及 び本件事業 16の 損害額の合計63

万円 (落札代金合計の2割)で あり,既 払額はないから,認 容額は同額

である。

傷 室 生技術コンサルタント有限会社

被控訴人は,本 件事業 1,本 件事業9,本 件事業 18及 び本件事業2

3に ついて,合 計87万 2550円 (請負代金合計の1割)の 支払請求

をしているが,平 成 22年 5月末日までの支払額は0円 である。

奈良県の損害額は,本 件事業 1,本 件事業9,本 件事業 18及 び本件

事業23の 損害額の合計 174万 5100円 (落札代金合計の2割)で

あり,既 払額はないから,認 容額は同額である。

停)有 限会社栄進

被控訴人は,本 件事業8及び本汗事業 10に ついて,合 計 37万 03

35円 (請負代金合計の1割)の 支払請求をしているが,平 成 22年 5

月末日現在の残額は335万 3975円 であるから,本 件各事業につい

ての支払額は0円 である。

奈良県の損害額は,本 件事業8及 び本件事業 10の 損害額の合計68

万 2500円 (落札代金合計の2害」)で あり,既 払額はないから,認 容

額は同額である。

l■l 株式会社伯鳳技研

被控訴人は,本 件事業4及 び本件事業 7について,合 計 35万 427

0円 (請負代金合計の1割)の 支払請求をしているが,平 成 22年 5月

末日現在の残額は373万 円であるから,本 件各事業についての支払額

は0円 である。

奈良県の損害額は,本 件事業4及 び本件事業 7の損害額の合計67万
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200o円 (落札代金合計の2割 )で あり,既 払額はないから,認 容額

は同額である。
・ ‐

    4 結 論

ヵ        以 上によれば,控 訴人らの本訴請求は,被 控訴人に対し,各 相手方に,上 記

3(3)イの例ないしl■l記載の各金員を請求することを求める限度で理由があるか

ら認容すべきでぁるが,そ の余の請求に係る訴えは,訴 えの利益を欠き不適法

であるから却下を免れない。

よつて,こ れと異なる原判決を上記の禅旨に変更することとし,主 文のとお

り判決する。

大阪高等裁判所第 13民 事部

裁判長裁判官    紙    浦    健    二

裁判官    川    谷    道    郎

裁判官 神 山 隆 一
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r C r宇陀談合(測量)業 者別損害賠償金支払状況一覧表

(単位 ;円)
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業者名 請求額
平成22年5月末
現在支払済額

平成22年5月末
現在残額 測量委託名 路線名

訴状損
害一覧
表の番
=

古ナ|1測量
(株)

3,483,900 3,483,900 0

交通安全施設整備事業 測量委託 二般国道 166号

交通安全施設整備事業 測量委託 一般国道 165号

受託道路改良事業(単独)(仮 称)うだ。アニマ
ルパーク整備事業 測量委託

町道 岩室小附本線

臨時単独河川改良事業 測量委託 町並川

臨時単独道路改良事業測量委託 主要地方道 榛原発田野御杖線

単独道路改良事業測量委託 一般県道 佐倉大宇陀線他

革独交通安全施設整備事業測量委託 一般県道 室と日大野停車場線

地方道路交付金事業(道路改良)測量委託 一般県道 宇太三茶屋線

道路自然災害防止事業測量委託 一般国道 369号

地方道蕗1交付金事業(道路改良)'1測畳委託 ■般県道|1大叉力WJ族
う

を
一り
を

地方特定道路整備事業‐(道路攻良メ1測量委託!■般県道1赤|ヨ1第線|

(有)植田
測量設計
事務所

1,718,850 1,718,850 0

臨時単独道路改良事業 測量委託 主要地方道 吉野東吉野線

掌独河)|1改良事業 測量委託 平野り|1他

臨時単独河川改良事業 測量委託 背野)|1他

単独自然災害防止事業(急傾斜地)測 量委託 滝野地区

単独自然災害防止事業(急傾斜地)測 量委託 木津サ|1地区

地方道路交付金事業(道路改良)測量委託 一般県道 大又小川線

単独河川改良事業測量委託 阿清水川 他

革独河)|1改良事業測量委託 青蓮寺川 他

臨時単独河)|1改良事業測量委託 芳野)||

総1合流域防災事業i(砂防)■測1量委託| 三尾沢|

測量設計
スギモト

1,489,635 1,489,635

臨時単独道路改良事業 測量委託 一般県道 上笠問三本か停革場線

地方道落交付金事業(道路改良)測量委託 主要地方道 吉野室生寺針線

総合流域防災事業(急傾)測量委託 西ノ辻地区

臨時単独道路改良事業測量委託 主要地方道 吉野室生寺針線

単独自然災害防止事業(急傾斜地)測量委託 菅野(ホ)地区

遠
‐
常砂防事業'預J畳委託 内牧】‖(初生川)

う

た

地方特定道路整備1事業(道蕗1攻良】il測量委託|主要地方道|1擦原筑田野御杖線

単独自然災害防工事業て急傾斜地】i測‐豊委話|笠松地区十 120

萩原測量
事務所

1,459,500 1,459〕500 0

通常砂防事業 測量委託 内牧)||

地域連携推進事業(国道特殊改良)測量委託 一般国道 368号

交通安全施設整備事業測量委託 一般国道 166号

臨時単独河川改良事業測量委託 宇陀川

単独打川改良事業:測畳委託 桃俣川

第一測量
設計所

129,150 129,15〔 0 摯を導玲客ダ今書拳ヽ博野球ニユ 託
キ

委
■

量
一

卿
≡

主要地方道1培事室生寺針線 ９

一一一

(株)大門
測量設計
事務所

2,664,585 2,220,585 444,000

J 規ヽ模河サ|1改修事業(都市河サ||)(総 流防)測 量委託 宇陀)| |

うだ。アニマルパーク整備事業 測量委託 都市公園(仮称)うだ=アニマルタヽ
・―ク|

河川維持修繕事業 測量委託 菅野)|1他

小規模河川改修事業(都市河川)(総流防)測量委託 宇陀)||

急傾斜地崩壊対策事業測量委託 小 (陰地)地区

急傾斜地崩壊対策事業測量委託 小 (烏原)地区

臨時単独道路改良事業測量委託 主要地方道 吉野東吉野線

地域連携推進事業(国道特殊改良)測量委託 一般国道 369号

地方特定道路整備事業(道蕗!改良)十1測畳委1託■般県道 ‐赤目掛線 11

単独自然災害防止事業(急傾斜地)1測量委託 下手地区

単独自然災害防止事業(急傾斜地)1測量委託 春日地区



業者名 請求額
平成22年5角未
現在支払済額

平成22年5月末
現在残額 瀕」量委託名 路線名

順寸
憾

弥
害
表
号

(株)井上
測量設計
事務所

3,577,245 2,877,245

|

700,000

道蕗災害防除事業(地方道)(地 域連携推進)測 量委託 主要地方遭 名張曽爾線

交通安全施設整備事業 測量委託 T般 国道 369号

通常砂防事業 測量委託 内牧川 (初生川)

臨時単独道路改良事業 測量委託 主要地方道 榛原充田野御杖線

単独自然災害防止事業(秒防)測 量委託 懐守川

臨時単独河)|1改良事業測量委託 高見)||

単独急傾斜地崩壊対策事業測量委託 太良路地区

交通安全施設整備事業測量委託 一
般国道 369号

地方道路交付金事業 (道路改良)測 量委託 主要地方道 吉野室生寺針線

地方道路交付金事業(道路改良)1演r量委託 主要地方道‐1宮野室生寺針線 2

地方道落変付金事業(道路改!良)■‐剤量萎託 主要地方道1吉野室生寺針族lL‐

交通安全施設整備事業1測量委託 ■般国道1300号i 24

(株)自鳥
測量設計
社

3,000,060 250,00〔 2,750,055

直路改良事業(国道)(交 通円滑化)預 J量委託 二般国道 369号

羊独道蕗改良事業(地方特定)測 量委託 一般県道 都祁名張練

塩時単独河川改良事業 測量委託 宇陀)|1他

地域連携推進事業(国道特殊改良)測量委託 一般国道 368号

情報基盤整備事業測量委託 高見)||

情報基盤整備事業測量委託 高見川

河)|1維持修繕事業測量委託 宇陀) | 1 他

急傾斜地崩壊対策事業十預1量委託 為牧(イ)1地
‐
区■十11キキ■ド|“13

単独=然 愛害防止事業|(砂防テ:1測1豊委託! ツL倒 1 16

室生技術
ヨンサルタ
ント(有)

3,179,29〔 0 3,179,295

災害防除事業 (緊急地方道分)測 量委託 一般県道 大又小川線

単独道路改良事業(地方特定)測 量委託 一般県道 都祁名張線

臨時単独道蕗改良事業 測量委託     1主 要地方道 吉野室生寺針線

臨時単独道路改良事業 測量委託     1主 要地方道 吉野室生寺針線

単独 自然災害防止事業(急傾斜地)測 量委託 砥取地区

単独自然災害防止事業(急傾斜地)測 量委託 滝野地区 他

通常砂防事業測量委託 四郷川

地方特定道路整備事業 (道路改良)測量委託 主要地方道 吉野室生寺針線

地方道路交付金事業(交通安全施設整備)測量委託 主要地方道 榛原充田野御杖線

地域連携推進1事業(国道特殊改良工1測畳委託 ■般国道|1368号| l

地域連携推進事業〈国道特殊改良>1測量委託 ■般目道|‐30S号|
，８

地方!特定道略整備事業(道路改良工1測宣委託 主要地方道1張原交由野御杖線 一９

砂防関係調査事業1測量委託 絵牧東地区!

(有)栄進 3,625,020 271,045 3,353,975

小規模河ナ|1改修事業(都市河)11)(総 流防)測 量委託 宇陀ブ||

通常砂防事業 測量委託 内牧り||(初生)||)

臨時単独河ブ|1改良事業 測量委託 宇陀)||

単独急傾斜地崩壊対策事業 測量委託 内牧地区

地方道路交付金事業(災害防除)測量委託 主要地方道 名張曽爾擦

情報基盤整備事業測量委託 芳野り||

単独道路改良事業測量委託 一般国道 165号

単独道路改良事業測量委託 一般国道 369号

地域連携推進事業(国道特殊改良)1測量委託 ■般国道1360号

臨時単独河)|1改良事業1測量委託 手陀)|||!他

(株)イ白鳳
技研

4,131,960 401,960 3,730,000

ハザードマップ基本調査事業 測量委託 芳野)||

通常砂防事業 測量委託 笠問川

急傾斜地崩壊対策事業 測量委託 小 (鳥原)地区

臨時単独道賂改良事業 測量委託 主要地方道 吉野室生寺鉢線

臨時単独道路改良事業 測量委託 主要地方道 吉野室生寺針線

地域連携推進事業(国道特殊改良)測量委託 一般国道 369号

情報基盤整備事業測量委託 高見川

総合流域防災事業(砂防)測量委託 三尾沢
一般農道整備事業 大野向渕地区 用地測量業務委託 大野向渕地区

臨時単独道路改良事業測量委託 一般県道 赤目掛線

地域連携推進事業(国道改築)1測量委託 ■般国道1110号■ ■7

地方特定道路整備事業(道落改良)|‐1測1皇委託 主要地方道1吉専筆生寺第捺 4

合  計 28,459,200 14,301,875 14,157,325

ィ.1宇
陀談合(測量)業 者別損害賠償金支払状況一覧表

2/2へ
°―シ

・

一み5 -

(単位 :円)



別友ろ

準 年(平成20年 力月以降の艦州ち状→…

―

゛
キ

ー

測
己イ直

1 H201015 H2010.21 早 松 刑 川 取 長 尋 菜

測畳委許 笠間川他 湘ダイシン ¥17501,500 ¥1,018,500 ¥1,018,500 678% 甲A4

H20,11,5 H20,11,11
刈川植持修穂事
業 ・臨 時単独 河川
改 畠事 業 測昌委 _T

芋陀川他
開測量設計事
務所こと南 和
憧

¥3,685,500

¥3,727,500

¥2,5931500 ¥2,593.500 704% 甲A5

H20,11.5 H20,11111 河川維持修繕事業
沖1畳委評 葛見川他

‐ こ "雰

田美武 ¥2,6141500 ¥2,614,500 701% 甲A6
H20,11,5 H20,11,11 河川維持修繕事業

源1量委訴 芳野川他
泉田測量こと原
ヨ業武 ¥3,612,000 ¥2,530,500 ¥2,530,500 701% 甲Aフ

H20,1115 H20,11,11 通常砂防事業莉重
委託 登間川 湘ダイシン ¥1,512,000 ¥1,029,00o ¥1,029,000 681% 甲A8

H20711,lo H20111,14
理万追路賓付金事
業(災害防除)測量
季訴

一般県道赤
目控卜線

中本測量設計
事務所

¥2,782,500 ¥11932,000 ¥1,932,000 694% 甲A9

7 H20,11,17 H20,11,21 総合流域防災事業
(砂防)測量委託

中山川他
成和測量設計こ
と根木康考

¥3,423,000 ¥2,3941000 ¥2,3941000 699% 甲A10

H20,11,17 H20,11,21

・地方道路交付憲
事業(道路改良)測
畳委評

土景地万追

吉野室生寺
斜綿

共同エンジェア
こと杉日誓志

¥4,494,000 ¥3,181.500 ¥3,181,500 708% 甲All

H20,11,1フ H20,11,21 河川維持修繕事東
測量委託 青蓮寺川他 湘日立工営 ¥2,079,000

¥1,984,500

¥1,428,000 ¥1,4281000 687% 甲A12
H20,11,17 H20,11,21 編時単独遺路改良

事業測暑季訴

一
般 県 遭 土

甚 庫師 首 緯
共同エンジエア
ェン杉 南窒吉 ¥1,3651000 ¥1,365,000 甲A13

H20,11,26 H20122 輛時単独道路改反
事業沢1量委記

~桜
県 遭 天

又 ′| 1ヽ 1 1 綿

凹不測重兼技計 こ
とは」ラ太義 人 ¥1,701,000 ¥1,165,500 ¥11165500 685% 甲A14

H20,12,3 H20,12,9
刈サl!植持修穂事
業 ・河川整備計画
贅申郵杏 細暑基手

宇陀川他 側コスモエンジ
エア

¥1,953,000 ¥1,344,000 ¥1,344.000 688% 甲A15

H20,12,3 H20,12,9 河川維持修繕事業
紳1畳香評 芳野川他

山本測量設計こ
ン山太墨 大 ¥1,071,000 ¥714,000 ¥714】000 667% 甲A16

H20,12.17 H20,12,24
胆万遭路交付金事
業(道路 改 良)測量
委評

一般県道小
村木津線

共同エンジエア
こと杉田誓志

¥4,567,500 ¥3,234,000 ¥3,234,000 708% 甲A17

H21,1,8 H2111,15 臨時卑独道路改良
事業測量委記

主要地方道
名張曽爾線

共同エンジエア
こか杉 印誓吉 ¥4,105,500 ¥2,9081500 ¥21908,500 70.8% 甲A18

H21,1,19 H21,1,23
地方道路交付金事
業(道路改良)測量
委記

主要地方道
吉野室生寺
針緑

牌
オヽ

―アイー
¥2,436,000 ¥1,6901500 ¥1,6901500 694% 甲A19

H21,1,26 H21,1,30 踊時単独道路改良
事業測量委訴

一
般 県這 内

牧帯 印野綿
耐クリ五一ティ
ブ!ライフ

榊タケダ技研

¥1,365,000 ¥9241000 ¥924,000 6770/6 甲A20

H21,1,26 H21,1130 臨時単独道路改良
事業測量委託

主要地方道
吉野室生寺
針線

¥2,394,000 ¥1,743,000 ¥1,743,000 甲A21

H21,1,26 H21,1,30
地万特定道路整備
事業(道路改良)測
量委許

三晏地万這
榛原発 田野
御粒緑

田崎エンジエア
リングこと国崎
岡1

¥4,021,500 ¥2,835,000 ¥21835,000 甲A22

H21,1,26 H2111,30
地域連携推進事業
(国道特殊改良湖|
量委託

一般国道369
亨

測アルプス ¥2,268,000 ¥1,575,000 ¥1,575,000 694% 甲A23

H21,2,6 H21,2,13 道路施設維持修繕
事業演1量委託

一般国道370
写

アオイコンサル
タント側

¥2,7321500 ¥1,932,000 ¥1,932,000 694% 甲A24

H21,2,18 H211224
交通安全施設整備
事業(統合補助滅J
量委話

一般国道166
可

水野測量設計
事務所こと水野
荒芝

¥2,814,000 ¥1,963,500 ¥11963,500 698% 甲A26
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開札 日辟 契約 日(当初 測量委訴名 路線名

絵牧東地区

落札者 予定価格
1 H21,6,12 H21,6,22 地すべり対策事

業・測量委託
側大和測量設
計事務所 ¥3,108,000 ¥2′1フ31500 ¥2,173,500

¥2,929,500

69.9% 甲A26
H21,6,19 H2116,29 河川維持修繕事

業白測量委託 宇陀川他 榊大門測量設
計事務所

¥4,158,000 ¥2,929,500 705% 甲A2フ
h21,6,19 H21,6,29 河川維持修繕事

業口測量委託 高見川他 阻 果 死 測 重 試

計事務所
¥3,706,500 ¥2,604,00o ¥2,604,000 70_3% 甲A28

H21.626 H21,7,6

Ⅲじ以 '白ノ」養騒 」道
交付金事 業 =道

路
散 島

三要地万這
吉野室生寺
餅緑

lhl植田測量設
計事務所

¥4,977,000 ¥3,528,000 ¥3,528.000 709% 甲A29

5 H21,7,27 H21,8,4 滉出野靖韮ヲ曇記
業

宇陀川他 隅大門測量設
計事務所

¥4,935,000 ¥3,496,500 ¥3,496,500 7090/0 甲A30
6 H21,7127 H21,814 柵鱗輸璧譜宇陀川他

共同エンジエ
ア・杉田誓志

¥4,882,500 ¥3,46o,000

¥2,341,500

¥3,465,000 710% 甲A31

7 H21,7,27 H21,8,4 河川維持修繕事業
〔補助)・測量委託 青蓮寺川他 附すぎた測量

設計事務所
¥3,349,500 ¥2,3417500 699% 甲A32

8 H21,7,27 H21,8,4 河川維持修繕事業
僻甫勘)・抑1言基郵 青蓮寺川他 側ケー ロエスコ

ンサ ル々ラト ¥2,656,500 ¥1,348,00o ¥1,848,000 696% 甲A33
9 H21,8,6 H21,8,14 道路施設点検調

~

杏B測暑泰評

一
般 県 逼 小

村太 葦 緯 古川測量欄 ¥3,423,000 ¥2394000 ¥2,3941000 699% 甲A34
H21,8,21 H21,8,31 蚕訛補助遭路改良

事業口測暑委評
巾追 看 堅 小
附綿

側甲相淑1量設
計社

¥2,331,00o ¥1,606,500

¥2,625,000

¥1,606,500

¥2,625,000

689% 甲A35
1 1 H21,9,14 H21,9,25 追路施設点検調

杏=測昌奉部

一
般 国道 1 6

5暑
附中和測量設
計社

側クレエーティ
ブ"ライフ

¥3,727,500
704% 甲A36

H21,9,24 H21,1012
地域活力基盤創造
交付金事業(交通
中合 ・ヽ珊暑

一般国道16
5与チ ¥3,6961000 ¥2,614,500 ¥2,6141500 707% 甲A37

H21,9124 H21,10,2 総合流域防災事業
(秒防)・測ヨ委評 中山川 ltl栄進

蔵ョンサルタン
ト・吉田信昭

¥4,168,500 ¥2,950,500 ¥2,9501500 7089/D 甲A38

H21,10,7 H21,10,16

経済危機対策臨時
交付金事業(砂防
維持修繕)・測量委
託

横輪川 ¥2,530,500

¥4,525,500

¥1,753,500 ¥1,753,500 甲A39

H21,115 H21,1113 勘鰹要洛塞響羹
備

(効果促進)"測量委
託

宇陀土木管
轄

ltl植田測量設
計事務所

名阪測量設計
事務所口菅野是

清

¥3,2021500 ¥3,202.500 708% 甲A40

H21,11,2 H21,11.11 隠 ン
(道路改良)

一般県道白宇
太三茶屋線 ¥6,037.500 ¥41336.500 ¥4,336,500 718%

甲A41

A42

甲A43

_ 70_3%
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H20,6,5

!約日(当 工事名 路線名 落札著
1 H20,6,6

響望
単独道路改良 枚方大和郡

山線
閑本田測量設
計

落札額 落 札垂 言干柳l

¥5,390,500 ¥2,562,00o 甲A63
2 H20,615 H20,6,6 響望

靴抑政良
真目堂川外 側シードコンサ

ルタント
¥81316,000 ¥2,502,150 甲A64

3 H20,65 H20,o,6 臨時単独道路改良
事業 木津横田線

欄三和コンサル
タント ¥3,664,500 ¥1,449,000 甲A65

4 H20,6,26 H20,6,30 地方道路交付金事
業(道路改良)

枚方大和君F
山線

側本田測量設
計 ¥1,564,500

¥504,000

¥1,071,000 ¥1,071,Ooo 甲A66

5 H20,6,26 H20,6,30
曇璽

斜地崩壊対策
遅瀬(ハ)地区 隅国主調査設

計事務所 ¥336,000 ¥33600o 667% 甲A67

6 H20,7117 H20,7,22 撃璽健罪習評種許備奈良笠置線
隅大和測量設
計事務所

¥4,273,500 ¥31013.500 ¥3,013,500 甲A68

7 H20,8,7 H2018,12
奈良公園活性化整
備事業皓F市公園
補助活用)

奈良公園 ltlエムユー測
量設計

船かんこう奈良
営業所

¥91870.00o ¥7,161,00o ¥フ,161,000 726% 甲A69

8 H20,8,7 H20,8112 烏量舎昌炉錫縫嘉奈良公園 ¥9,870,00o ¥7,213,500 ¥8,379,000 甲Aフ0

H20,8,7 H20,8112 平城自跡周辺等魅
力向上事業

平城宮跡周
辺地区

フクワエンジニ
アリング側

¥3,349,500

¥8711500

¥2,362,500 ¥2,3621500 705% 甲Aフ1
H20,8,3 H20,8,12 R25号 タト 隅三栄測量設

計

ltl東正計測

事業 ¥577,500 ¥577,500 663% 甲Aフ2

H20,8,21 H20,8,25
響璽

単独道路改良
木津平城線 ¥3,055,500

¥3,234,000

¥2,131,500 ¥2,131,500 甲Aフ3

H20,7,29 H20,8,4 欄 辞
策事業

地蔵院川 l■l東亜計測

渡部登記測量
事務所

¥2,257,500 ¥2,257,500 甲Aフ4

H20,7,29 H2018,4 総合治水対策事業
(者F市河川) 富雄川 ¥1,5121000 ¥11029,000

¥798,000

¥1,029,000 甲A75,76

h20,7,3 H2017,10
中小河川改修事業
(都市河サ11)日測量委
託

葛城川 側大池組 ¥1,176,000

¥4=431,ooo

¥4,011,ooo

¥フ98,000 679% 甲A77

H20,7,15 H20.7.22 総合流域防災事業
(砂防)R測量委託

大田川他 平和測量設計 ¥3,129,000 ¥3,129,Ooo 706% 甲Aフ8

H20,7,15 H20,7,22
小規模河川改修事
業は「市河川)・測量
委託

甘田川 倒和州測量設
計事務所 ¥2,8241500 ¥21824,500 704% 甲Aフ9

17 H20,7,15 H20,7,22 総合流域防災事業
(砂防)・測量委託 葛城川他 澤測量建築設

計事務所
¥2,614,500

¥9,943,500

¥6,2581000

¥1,816500 ¥1,816,500 甲A80

H20,7,31 H2018,5
小規模河川改修事
業はF市河川)u測量
委託

高田川 湘シンエイ ¥7,213,500 ¥7,2131500 725% 甲A 8 1 ～ 8
3

H20,7,31 H20,8,5 臨時単独河川改良
事業・測量委託

大田川 附三協エンジエ
ア ¥4,473,00o ¥4,473,000 甲A 8 4～ 8

6

H2018,7 H20,8,12 臨時単独河川改良
事業・測量委託

住吉川
ltlテクノコンサ
ルタント ¥2,394,000

¥3,916,500

¥4,798,500

¥1,659,000 ¥1,659.000 甲A87

H20,8,7 H20,312 臨時早4ER河川改員
事業・測畳季許 初田川 榊和敬測量設

計 ¥21751700o ¥2,751,00o 702% 甲A88

H20,3,7 H20,8,12 榔鼎‖脇撃
訴

安位川 AC設 計企画欄 ¥3,402,000

¥11543,500

¥3,402,000 700% 甲A89

H20,8,25 H20,8,29 臨時単独河川改良
事業口測量委託

鎮守川 欄セイワヨンサ
ル ¥2,236,500 ¥1,543,500

｀
69o% 甲A90

H20,8,25 H2018,29 総合流域防災事業
(砂防)・淑1量委託

水越川8葛

城川
智原測量設計
附 ¥2,268,00o ¥1,564,500 ¥1,564500 6900/0 甲A91

H20,8,25 H20,8,29 臨時単独河サ11改良
事業・測量委託

鎌田川 湘三栄測量設
計 ¥2,992,500 ¥2,0891500 ¥2,089,500 69.8% 甲A92

H20,9,5 H20,9,16 臨時単独河川改良
事業・測量委託 熊谷川 隅すぎた測量

設計事務所
¥6,783,000 ¥4,861,500 ¥4,861,500 甲A93
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H2019,5 H20,9,16 蟹望局錠ン聖野
良

曽我川

土庫川

隅七イヮコンサ
ル ¥7,476,000 ¥5,376,000 ¥5,376,00o

¥903,00o

719%

677%

甲A94
H20,9,8 H20,9,16 響望毒昔望堅瞥詳

良
lT淑Ji轟 ¥1,333,500 ¥903,00o

甲A95
H20,9,16 H20,9,19 総合流域防災事業

(砂防)・測量委託
葛城川 平和測量設計 ¥3,3071500 ¥2,310,ooo ¥2,310,ooo 甲A96

H20,7,4 H2017,22 呂麒‖隣矯菫飛鳥川

一般国道16
9号

アトラスエ営側 ¥987,00o ¥661,500 ¥661,500 670% 甲A9 7～ 9
rl

H20,7,24 H20,7,30
高取バイパス交通
円滑化事業(国道
改良)・測量

側三友測量設
計事務所

¥2,142,00o ¥1=4801500 ¥1,480,500 691% 甲A 9 0～ 1
00

H20,7.24 H20,7130 提銘茎晃ン桑轟季桜井田原木
王寺線

側奥本測量設
計 ¥2,52010oo ¥1,743,000

¥2,1731500

¥1,743,000 692% 甲A101

H20,8119 H20,8,27 響望号課望撃芸謙良中の川他 日和技研 ¥3,1081000

¥4,3571500

¥2,761,500

¥2,1731500 甲A l 0 2 ～
l①3

H20,8,29 H20,9,3 響望局難望撃捨談
良

平田川他 附奥本測量設
計 ¥3,076,500

¥1,921,500

¥3,0761500 甲A104

H20,8,29 H20,9,3 通常砂防事業・測
量設計 冬野川 脚新都市二十

¥1,9211500 甲A 1 0 5 ～

1 0 6

H20,9,12 H20,9,25 単独自然災害防止
事業・測量委証

初瀬地区 棚日立ェ営 ¥2,352,000 ¥11627,500 Yl,627,500 甲A10フ

H20,9、22 H20,9125 河川維持修繕事
業口測量委託

桜井土木管
轄

三輪測量設計
事務所

¥3,843,000

¥1,995,000

¥1,585,500

¥2,698,500 ¥2,6987500 甲Al 08

H20,9,22 H20,9,25 臨時単独河川改良
事業・測量委記

飛鳥川他 側エムュー測
量設計 ¥1,3751500

¥1,081,500

¥588,000

¥1,375,500 689% 甲A 1 0 9 ～

110

H20,7,15 H20,7,16
地方遭路交付金事
業(交通安全施設
率備)・相‖畳泰評

桜井吉野線 ワーク損1量設計 ¥1,081,500

¥588,00o

甲Al1 4

H20,7,18 H20,7,23 総合流域防災事業
(砂防)"測量委託 泉谷川 抑オーテック ¥871,500

675% 甲A l 1  5 ～
116

H20,7,18 H20,7,23 離官流期 防災事 業
(秘防う日相‖言養手 北山川 岬 ユ ~ア

イ~

ンー

l■lユーティー

ン ー

¥1,144,500 ¥766,500 ¥766,500 670% 甲Allフ

H20,7,31 H20.84

地域連携推進事業
(国道災害防除)・測
量委託

一般国道42
5号 ¥7,402,500 ¥4,672,500 ¥4,6フ2500 631% 甲A l 1 8 ～

1 2 0

H20,7,31 H20,3,4
地域運瞬推進事業
(国道災害防除)お測
畳委話

一般国道42
5与計 原田測量 ¥5,533,500 ¥3,874,500 ¥3,874,500 甲A 1 2 1 ～

1 2 3

44 H2018,1 H20,8,5

理羽違残推進事業
t国道災害防除)・測
量委託

一般国道30
9号

エムケィ測量 ¥4,431,000 ¥3,160,500 ¥3,1601500 甲A124

H20,8,1 H20,8,5
理方追路賓付金事
業(災害防除)白測量
委評

高野天川線 榊オーテック ¥2,478,000

¥5,995,500

¥1,722,000 ¥1,722,000 甲A126

H20,8,6 H20,8,8
地方特定道路整備
事業(道路改良)口測
畳委評

寺前干般線 豊田測量 ¥4,284.00o ¥4,284,000 甲A 1 2 6 ～

1 2 8

H20,8,22 H20,8,26 臨時単独道路改良
事業口測量委託

中奥白川渡
線

ワーク測量設計 ¥1,113,000 ¥745,500

¥1,344,000

¥745.500 670% 甲A129

用20,8,22 H2018,26
地方道路交付金事
業(道路改良)。測量
委記

大峰山公園
線

側谷本測量設
計事務所

¥1,9211500 ¥1,334,000 甲A130

H20,8,22 日
口

地方道路交付金事
業(道路改良)口測量
委託

大峰山公園
線

欄川上コンサル
タント ¥312021500 ¥2,247,000 ¥2,247,000 甲A131

H20,9,5 H20,9,9 道路自然災害防止
事業・測量委託

大台大迫線
他

川井技術設計
側

¥3,622,500 ¥21541,000 ¥2,541,000 701% 甲A132

H20,9111 H20,9117 俗合流域防災事業
(砂防)・測量委託

泉谷川 欄大和測量設
計事務所

¥7,612,500 ¥5,470,500 ¥5,4701500 甲A 1 3 3 ～

1 3 5

H20,9,18 H20,9,24
覇部山間地域の道
洛防災調査費`測

垂委託

一般国道30
9号

朝日航洋欄西
日本空情支社

¥7,969,500 ¥51743,500 ¥5,743,500 甲A136

H20.7,16 H207,23
地域連携推進事業
(国道災害防除)白誤1
量委託

一
般 国道 16

8号 閑オーテック ¥119841500 ¥1,3651000 ¥1,365,000 甲A 1 3 フ～

1 3 8
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H20,7,29 H20,8,1
地域連携推進事業
(国道災害防除)。測
量委託

一般国道42
5号 欄アルプス ¥1,417,500

¥2,940,000

¥955,500 ¥955,500 674% 甲A139

H20,7,29 H20,8,1
理研違境推進事業
(国道災害防除)・測
量委託

一般国道16
8号

側英晃コンサル
タジト ¥2,047,500 ¥2,047,500 69,6% 甲A140

H20,8,7 H20,8,12 急傾斜地崩壊対策
事業【測量委託

十日市lR)地
区

エムケィ測量 ¥4,609,500 ¥3,2651500 ¥3,265,500 甲A141

H20,8122 H20,8128 急傾斜地崩壊対策
事業Ⅲ測量委託

大 日川地区
トップ技術ヨン
サルタント側

ワーク測量設計

¥9,229,500 ¥6,762,000 ¥6,762,000 733% 甲A 1 4 2 ～

1 4 4

H20,3,22 H20,8,28 急傾斜地崩壊対策
事業・測量委託

風屋(イ)地区 ¥7,066,500 ¥5,124,000 ¥5,124,000 725% 甲A 1 4 5～
147

H20,8,22 H20,8,28 曇窒ン 策
大野(イ)地区 側コーダ技研 ¥8,578,500 ¥6,268,500 ¥6,268,500 731% 甲A 1 4 8 ～

1 5 0

H20,8,22 H2018,28 急傾斜地崩壊対策
事業口測量委託

谷垣内(イ)地
区 湘松崎測量 ¥8,673,000 ¥6,310,500 ¥6,310,500 728%

甲A 1 5 1 ～

1 5 3

H2019,4 H2019.10 総合流域防災事業
(砂防)Ⅲ測量委証

西サ11
三輪測量設計
事務所

¥71035,000 ¥5,050,500 ¥5,050,500 718%
甲A 1 5 4 ～

1 5 6

H20,9,4 H20,9,10
地域連携推進事業
1国道改築)・測量委
託

一般国道16
8号

榊川上コンサル
タント ¥6,363,000 ¥4,557,000 ¥4,557,000 716% 甲A 1 5 7 ～

1 5 9

H20,9,4 H20,9,10
地域連携推進事業
(国道改築)。測量委
託

一般国道16
8号

川井技術設計
榊 ¥6,268i500 ¥4,483,500 ¥4,483,500 715% 甲A 1 6 0 ～

1 6 2

H20,9,16 H20,9,19
河川維持修繕事
業白単独河川改良
事業・測量委託

寿命川他 欄松崎測量 ¥1,7431000 ¥1,186,500 ¥1,186,500 68_1% 甲A163

H20,9,16 H20,9,19
地方道路交付金事
業(災害防除)・測量
委託

高野天川線
隅ユーティー

シー ¥41557,000 ¥3,223,500 ¥31223,500 707% 甲A164

H20,9,17 H20,9,24
地域連携推進事業
(国道改築)・測量委
託

一般 国道 16
8号

附谷本測量設
計事務所

¥8,494,500 ¥6,132,000 ¥6,132,000 722% 甲A1 6 5～

1 6フ

中 … ―



92ウZ90‐0,(里 )盟¥  rlィ  |“

れ は 正 本 で あ

月 オ 日

ナこE反(再彗) 10‐002476


